
しんぶん赤旗 2016 年 4 月 30 日(土) 

シリーズ 共産党の改革提案 

チェンジ 安倍政治 

格差ただし経済に民主主義を 

 日本共産党の改革提案をシリーズで紹介します。今回は第１弾。大企業はボロもうけな

のに、賃金は目減りするばかり。消費税８％で景気も悪化―安倍政権の３年間で暮らしも

経済も深刻な状況です。日本共産党は「格差をただし、経済に民主主義を」と訴え。「三つ

の改革」を掲げて、破たんしつつある安倍暴走政治にピリオドを打ち、政治の転換をはか

ります。 

 

三つのチェンジで未来ひらく 

 アベノミクスでつくられたのは、途方

もない貧富の格差です。 

 一部の大企業や大株主には巨額の利益

をもたらしましたが、貧困の広がりと中

間層の疲弊は深刻です。 

 格差をただし、貧困をなくすことは、

すべての国民に「健康で文化的な最低限

度の生活を営む権利」（２５条）を保障し

た憲法の要請であり、家計という経済の

最大のエンジンを温めて経済の好循環を

生み出すカギです。 

チェンジ１ 税金の集め方 

消費税１０％中止増税は大企

業・富裕層に 

 第一の改革は、「負担能力に応じて」の

原則に立って、税金の集め方を変えるこ

とです。 

 所得の低い人に重くのしかかる消費税

は、最悪の景気破壊税であり、１０％への増税はきっぱり中止するしかありません。 

 増税するなら、アベノミクスで大もうけした富裕層と大企業からです。４兆円の減税バ

ラマキを中止し、株取引など富裕層への課税を強化すべきです。 

チェンジ２ 税金の使い方 

社会保障を最優先に 

 



 第二は、税金の使い方を変えることで

す。 

 社会保障の削減路線をやめて、年金削

減の中止、医療費の負担軽減、介護保険

の負担軽減、介護労働者の待遇改善をは

かります。 

 保育所の待機児は、国の財政支援で緊

急に３０万人分の認可保育所を建設。保

育士の賃金を引き上げます。 

 大学学費は１０年で国公立も私学も半

減。月額３万円の給付奨学金（現行受給

者の半分・７０万人）をつくります。 

 海外で戦争をするための大軍拡をやめ

て暮らしに回させます。 

チェンジ３ 働き方 

最低賃金上げ、ブラック企業

なくす 

 第三は、働き方を変えることです。 

 派遣法の抜本改正、「同一労働同一賃金」

の法制化で、非正規から正社員への流れ

をつくります。中小企業への支援を強め、

最低賃金を「今すぐ、どこでも時給１０００円」に引き上げ、さらに１５００円をめざし

ます。 

 残業時間は「年３６０時間が上限」と法律に明記し、翌日の勤務まで１１時間以上の休

息時間を保障して、過労死まで生む異常な長時間過密労働をなくします。サービス残業を

させたら残業代を２倍にして払わせる“倍返し”でブラック企業を根絶します。 

 



アベノミクス三つの破た

ん 

 鳴り物入りで登場した「アベノミクス」

は、三つの破たんがはっきりしました。 

第一の破たん 

トリクルダウンは妄想 

 第一は、大企業がもうかればやがて家

計にも回ってくる―という「トリクルダ

ウン」（滴り落ちる）政策が妄想だったこ

とです。 

 大企業は、円安や法人税減税などの恩

恵で過去最高益を更新し、内部留保＝た

め込み金は３００兆円を突破｡しかし､実

質賃金は４年連続で減少しました。 

 非正規雇用が増える一方、正社員は安

倍政権の３年間で２３万人も減っていま

す。 

 首相ブレーンの竹中平蔵元総務相も

「滴り落ちてくるなんてない。ありえな

い」と開き直っています。 

第二の破たん 

消費税８％ 家計どん底 

 第二の破たんは、消費税大増税路線です。 

 ８％増税について日本共産党が「景気悪化への引き金を引く」と中止を求めたのに対し

安倍首相は「影響は一時的」といって増税を強行しました。 

 ところが、増税から２年たっても家計消費は落ち込んだまま。首相も「予想以上に消費

が落ち込み、予想以上に長引いている」と認めざるをえません。 

 



第三の破たん 

異次元金融緩和で拍車 

 第三は、「異次元金融緩和」の破たんで

す。 

 急激な円安と株高で富裕層や大企業は

大もうけしましたが、国民には生活必需

品や資材の値上がりなどが押し付けられ

ました。苦し紛れに異常な「マイナス金

利」に踏み出したものの、逆に円高が進

み、株価も下落。金融政策は打つ手なし

のどん詰まりです。 

 何より、世論調査で国民の８割以上が

「アベノミクスで景気が良くなったと思

わない」と答えています。 

ノーベル経済学者も「不平等

を拡大」 

 ■ジョセフ・スティグリッツ コロンビア大学教授 「量的緩和政策は不平等を拡大し

た」「法人税の引き下げは（経済回復に）効果的でない」「ＴＰＰ（環太平洋連携協定）は

新しい差別をもたらす」「生活水準を引き上げる施策にすべてをささげる道しかない」 

 ■ポール・クーグルマン ニューヨーク市立大学教授 「消費税の引き上げが日本の景

気に悪影響を及ぼした」「構造改革は需要喚起の本筋ではない。財政支援が必要だ」 

 

しんぶん赤旗 2016 年 5 月 5 日(木) 

シリーズ 共産党の改革提案 

チェンジ 安倍政治 

税金の集め方 

能力に応じた税負担 
 税金の集め方は、国の姿勢を端的に表します。大企業には減税、国民には増税を押し付

けている安倍晋三政権。日本共産党は、「国民いじめのアベ税制」を転換し、負担能力に応

じた公正で民主的な税制を目指しています。 

■最悪の不公平 憲法精神に逆行 

消費税１０％を中止する 

 



 所得の高い人はより高い税率で負担し、所

得の低い人は低い税率で負担すること―。「こ

れが応能負担の税制と呼ばれるもので、日本

国憲法に基づくものです」と税理士で立正大

学客員教授の浦野広明さんは指摘します。法

の下の平等（１４条）、個人の尊厳（１３条）、

生存権（２５条）、財産権（２９条）などから

導かれます。 

 消費税は、所得の低い世帯ほど負担が重く

なるもので、憲法の精神に逆行してい

ます。 

 消費税率が１０％になった際の負担

率を試算すると、「軽減税率」が導入さ

れても、年収２００万円以下の世帯に

は年収比６・７％もの消費税負担にな

ります。一方、年収１５００万円以上

の世帯での消費税の負担は２･4%にと

どまります｡ 

 最悪の不公平税制である消費税は、

景気破壊税でもあります。三菱ＵＦＪ

リサーチ＆コンサルティング主任研究

員の片岡剛士さんも「消費税増税は、

延期ではなく凍結すべきだ」（「朝日」

４月２７日付）と指摘します。 

 日本共産党は消費税率１０％への増

税の中止を強く求めます。 

 

■経済学者も「法人税を財源に」 

大企業減税バラマキやめる 

 

  

 

（写真）消費税上げるな。社会保障の充

実をとデモ行進する中央メーデー参加

者＝１日、東京都渋谷区 

 



 

 

 能力に応じた税負担という考え方は、企業にも当てはまります。しかし大企業ほど税負

担が低くなっているのが実態です。研究開発減税など大企業ほど利用しやすい制度がある

ためです。１４年度の研究開発減税は６７４６億円。トヨタ自動車１社だけで１０８４億

円もの減税です。 

 ただでさえ低い大企業の税負担を安倍政権はさらに引き下げてきました。１２年の発足

以降、東日本大震災の復興財源にあてる復興特別法人税を廃止し、法人税率を引き下げる

など約４兆円の減税を決めています。 

 安倍政権は大企業の税負担を減らせば、労働者の賃金や設備投資が増額するとしていま

す。しかし実際には、内部留保が増えただけの「ニセ宣伝」。大企業は工場や機械設備など

有形固定資産を減少させました。賃金はわずかに増えましたが、物価上昇を考慮すればマ

イナスです。 

 日本共産党は、安倍政権による４兆円もの大企業減税バラマキを中止し、研究開発減税

など大企業優遇税制を抜本的に見直すことを求めています。 

 経済学者の野口悠紀雄氏も「法人税を増税して財源を賄うべき」（『サンデー毎日』４月

１０日号）と指摘します。 

■年所得１億円超すと負担軽く！？ 

所得税改正・富裕税を 

 安倍政権下で富裕層への富の集中が強まっています。米誌『フォーブス』が発表した長

者番付によると、日本で最も資産を保有しているのはユニクロなどファーストリテイリン

グ会長の柳井正氏で、その額１兆９６０９億円です。「円安」株高を演出するアベノミクス

によって資産を急増させました。 

 しかし、大金持ちほど税金を払っていないのが現実です。所得税負担率は１億円をピー

クに低くなります。所得税の最高税率は４５％ですが、株式などの譲渡にかかる税は１５％

に抑えられているからです。 

 安倍政権の下で広がる格差と貧困の是正のためには、所得再分配機能を再建・強化する



ことが必要です。 

 日本共産党は現行５５％まで引き下げられている所得税・住民税の最高税率を９８年ま

での６５％に戻すことを提案しています。証券税制も株式配当は少額の場合を除き、総合

課税を義務づけます。富裕層の高額の配当には所得税・住民税の最高税率が適用されるよ

うにします。また、富裕税の創設（相続税の評価基準で５億円を超す資産の部分に１～３％

の累進課税）を行います。 

 企業や富裕層の税逃れに利用されているタックスヘイブン（税金が低く、秘密性の高い

国や地域）については、国際的な税逃れに対し、国内税制の強化とともに、国際的なルー

ルづくりへのイニシアチブの発揮を、日本政府に求めています。 

 

 

 

しんぶん赤旗 2016 年 5 月 13 日(金) 

シリーズ 共産党の改革提案 チェンジ！安倍政治 

税金の使い方 



“優先順位”を変える 
 格差をただし、経済に民主主義を――日本共産党の改革提案の第二は、「税金の使い方」

を変えることです。安倍政権は、大企業への減税や軍事費へのバラマキを続けながら、社

会保障の財源がないといって負担増や給付削減を次々と進めています。しかし、社会保障

の国民１人あたりの公的支出は、経済協力開発機構(ＯＥＣＤ)３４カ国中１７位で極めて

低い水準です。社会保障や若者、子育てなどに優先して使う政治への転換が急務です。 

 

社会保障 

連続削減中止、拡充へ 

 安倍政権は、社会保障の自然増

について２０１３年から３年間で

総額１兆１５００億円、年平均３

８００億円を削減。小泉内閣の年

２２００億円削減を大きく上回り

ます。 

 小泉内閣は、消費税増税しない

ことを口実に社会保障を削減しま

したが、安倍政権は「社会保障の

ため」といって消費税増税しなが

ら、社会保障の削減も強行してい

ます。まさに国家的詐欺です。 

 日本共産党は、「社会保障の削減

で国民生活が破壊され、景気・経

済にも甚大な打撃を与える」と批

判。社会保障の自然増削減路線を

改めて、「社会保障、若者、子育て

に優先して税金を使え」と主張し

ています。 

 安倍政権は今後も毎年３０００

億円から５０００億円の自然増を

削減する方針を決定。参院選後に

医療、介護、年金など社会保障の全分野で大改悪を強行する準備を進めています。日本共

産党は、社会保障の大改悪に反対し、医療の窓口負担軽減や特別養護老人ホーム増設、年

金の削減中止など医療・介護・年金の削減から拡充へと転換することを掲げています。 

若 者 

学費半減・給付奨学金 

 



 日本は高い学費にもかかわらず、

給付奨学金もない特異な国となっ

ています。そのため、卒業時に平

均３００万円もの借金を背負わさ

れ、憲法が保障する「教育の機会

均等」が侵されています。 

 日本共産党は、若者と日本の将

来のために大学授業料を１０年で

半分に値下げすることを提案して

います。国立大への交付金を増や

して、現在５３万５８００円の授

業料を２６万円値下げ。私大は私

学助成に緊急助成枠を作り、平均

８６万円の授業料を半減させます。 

 奨学金について日本共産党は、

(1)給付奨学金の創設(2)すべての

有利子奨学金を無利子にする(3)

既卒者の奨学金返済の減免制度を

つくる―を提案。給付奨学金は月

３万円（現行平均額の半分）を現

行利用者の半分の７０万人規模で

創設し、規模を拡大していきます。 

 安倍政権は世論に押され給付型

奨学金の導入を言いだしています

が、来年度の新入学生から導入す

るのは、年収ゼロから取り立てる所得連動型返還奨学金です。 

子育て 保育所の増設・賃上げ 

 「保育園落ちたの私だ」との世論に押されて安倍政権は、待機児童解消に向けた緊急対

策を示しました。しかし、認可保育所増設や保育士処遇改善はなく、自治体が上乗せして

いる保育基準の緩和など「詰め込

み」を進める内容です。 

 日本共産党は、認可保育所の増

設で解決することを原則に３０万

人分（約３０００カ所）の緊急整

備を提案。公立保育所の削減を中

止し、国・自治体が先頭にたって

認可保育所をつくります。必要な

財源は５０００億円で、その気に

なれば直ちに実現可能なものです。 

 保育士不足を解消するため、全

産業平均より月額１１万円も低い

賃金を引き上げ。日本共産党を含

む野党４党が共同提出している５万円の賃上げ法案を成立させ、さらに毎年１万円ずつ上

げて１０万円引き上げる計画です。 

 

 



 保育士配置基準を引き上げ、非正規職員の正規化で労働条件を改善し、安心・安全の保

育を実施することを掲げています。 

大軍拡をやめて暮らしにまわせ 

 安倍政権は、軍事費を４年連続拡大し、当

初予算で初めて５兆円を突破しました。最新

鋭機を配備している米軍に合わせて最新鋭機

を購入。戦争法成立を受けて、米軍と自衛隊

が海外で肩を並べて戦争する体制づくりです。 

 今年度予算では、ＭＶ２２オスプレイ４

機・４４７億円、ステルス戦闘機Ｆ３５６機・

１０８４億円、新イージス艦１隻１７３４億

円、ミサイル防衛での日米連携を目的とした

新早期警戒機Ｅ２Ｄ１機・２６０億円など大

軍拡を進めています。 

 米軍への「思いやり予算」は１９２０億円、

日本が負担する義務もない米軍関連経費など

も１８２９億円と過去最高。辺野古新基地建設関連も、前年度２・４倍の５９５億円に膨

れ上がりました。日本共産党は、「海外で戦争するための大軍拡をやめて、暮らしにまわせ｣

と主張しています｡ 

 

 

 

しんぶん赤旗 2016 年 5 月 18 日(水) 

 

（写真）「認可保育園増やして」とパレ

ードする人たち＝４月 24 日、東京都練

馬区 



シリーズ 共産党の改革提案 チェンジ！安倍政治 

雇用ルール確立 

「働き方」変える 
 低賃金・不安定雇用の非正規雇用が４割を占める一方、過労死や長時間労働がまん延す

る異常な働かせ方が横行する日本。格差をただし、経済に民主主義を確立することが急が

れます。日本共産党の改革提案の第三は、働き方を変えることです。「ブラックな働き方を

なくし、人間らしく働けるルール」の確立をめざします。 

 

労働時間 

残業上限規制を提案 

 日本では、毎年のように「過労死」が

発生するほど、異常な長時間過密労働が

まん延しています。 

 原因は、日本の法律が無制限の残業を

容認する制度になっているからです。 

 労働基準法では労働時間は週４０時間、

１日８時間を超えてはならないとされて

います。しかし、労使協定＝三六（さぶ

ろく）協定＝を結び、特別条項をつけれ

ば「大臣告示」で示された限度を超えて

残業をさせることができます。実際、経

団連の会長企業である東レの三六協定は、

月１００時間、年間９００時間、トヨタ

は月８０時間、年間７２０時間です（２０１４年）。 

 

（写真）メーデーに参加して「人間らしく働きた

い」とプラカードでアピールする若者たち＝１日、

東京・代々木公園 



 過労死ラインである月の残業時間

８０時間を超える異常さです。 

 このもとで安倍首相は、「三六協定

における時間外労働規制の在り方に

ついて再検討を行う」と表明せざる

を得なくなりました。 

 日本共産党は、残業時間の上限を

法律で規制することを提案していま

す。たとえば―。 

 「大臣告示」が示している残業の

上限である月４５時間、年３６０時

間を法律に書き込む 

 終業から始業まで一定の休息時間

（インターバル規制）の導入 

 をめざします。くわえて「サービ

ス残業」の根絶を求めます。 

 こうした法規制の強化により、ブ

ラック企業・ブラックバイトを根絶

します。 

 また、安倍首相が「時間外労働規制」をいうなら、まずは現在国会に提出している「残

業代ゼロ」制度を創設する労働基準法改悪案を撤回すべきです。 

最低賃金 

どこでも誰でも１５００円 

 日本の最低賃金制度は、都道府県ごとに決定されています。 

 地域別の最低賃金は東京が最高で９０７円、沖縄を含む４県で最低の６９３円、全国平

均は７９８円となっており、最高と最低との差額は２１４円です。 

 仮に、東京で月に１５５時間（所定労働時間の平均）働いても、月額１４万円程度で、

年収は１７０万円に満たず、最低の沖縄では年収１３０万円に届きません。 

 人間らしく暮らせる賃金を保障することとこうした地域格差解消は急務です。日本共産

党は全国一律最賃制の実現と、いますぐ時給１０００円（年収１８６万円）に、１５００

円（２７９万円）をめざして国民といっしょに行動しています。 

同一労働同一賃金 

格差是正 法律に明記 

 安倍首相が今国会で「同一労働同一賃金」を表明しました。同一・同等の労働であれば、

同一の賃金を支払うという、賃金差別を撤廃する原則です。 

 日本では、正社員でも女性の賃金は男性に比べて７割程度、非正規雇用では、正規雇用

の６割弱となっています。この格差・差別を是正することは急務です。 

 日本共産党は、「同一労働同一賃金」―「均等待遇」を男女雇用機会均等法、パート労働

法、労働者派遣法などに明記する法改正を提案しています。 

 雇用のルールを強化し、非正規雇用から正社員への流れをつくります。 

 

 

 



 

 

 


